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問　　題






ることが，平成 27 年 12 月 21 日の 3 つの答申̶「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学
校と地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について」，「チームとしての学校の在り方と今後
の改善方策について」，「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について～学び合い，高

















─  中学校教育現場の質問紙調査から一考察  ─
Possibilities and Challenges for the School Teachers Team in Future  (III)
― Questionnaire Survey for the Staff  of  Junior High School ―
溝部ちづ子・梶田　英之 1・酒井　研作・財津　伸子・斉藤　正信・道法亜梨沙
Chizuko MIZOBE, Hideyuki KAJITA, Kensaku SAKAI,








































調査対象者は，H 市内 8 区それぞれからランダムに選択した公立中学校 8 校の教職員 216 名（男
性 106 名，女性 102 名，無回答者 8 名）であった。回答者の年齢は，20 代 49 名（23.6％），30
代 44 名（21.2％），40 代 26 名（12.5％），50 代 78 名（37.5％），60 代 11 名（5.3％），無回答
者 8 名であった。また職種については，校長 6 名（2.9％），教頭 2 名（1％），主幹教諭 4 名（1.9％），
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りであった。回答者 214 名（無回答 2 名）のうち，「よく知っている」「少し知っている」が 52 名，
「どちらでもない」「あまり知らない」「全く知らない」が 162 名で，「知っている」と「知らない・
どちらでもない」との間でχ2 検定を行った。その結果，「知らない・どちらでもない」の方が，「知っ




し，図 2 に示す通り「はい」が 215 名中 73 名，「いいえ」が 142 名であった。χ2 検定の結果，「い
いえ」が多かった（χ2 ＝ 22.14, df ＝ 1, p ＜ .01）。
（3）「チーム学校」構成メンバー希望度：構成メンバーとして 15 職種を挙げ，希望順に 5 位ま
で選択されたものを個人毎に数量化し，平均値・標準偏差値を出した。その結果，希望順に整理す









平均 標準偏差 平均 標準偏差 F 値
① SC 3.48 （1.65） 3.79 （1.72） n.s.
② SSW 2.46 （1.76） 2.01 （1.79） 4.38*
③部活動支援員 0.14 （0.55） 1.60 （1.97） 53.99**
④学習指導支援者 2.85 （1.82） 1.88 （1.72） 20.50**
⑤特別支援教育支援員 2.42 （1.90） 1.65 （1.66） 13.29**
⑥ ICT支援員 1.16 （1.57） 0.41 （1.01） 25.64**
⑦学校司書 0.38 （0.86） 0.34 （0.94） n.s.
⑧英語指導人材 0.73 （1.09） 0.14 （0.65） 34.74**
⑨医療的ケアを行う看護師 0.24 （0.84） 0.14 （0.55） n.s.
⑩地域と学校のコーディネーター 0.54 （1.00） 0.81 （1.30） n.s.
⑪ ST 0.13 （0.64） 0.07 （0.47） n.s.
⑫ OT 0.12 （0.60） 0.09 （0.44） n.s.
⑬ PT 0.09 （0.46） 0.06 （0.29） n.s.
⑭就職支援コーディネーター 0.00 （0.00） 0.05 （0.44） n.s.
⑮生徒指導支援員 - - 1.44 （1.69） -
注 1）**：p ＜ .01，*：p ＜ .05
注 2）⑮生徒指導支援員は中学校対象のアンケートのみの設置項目





20 項目中 10 項目において，平均値 4 以上で課題認知度が高い。10 項目は，平均値の高い順に，
⑤虐待　⑳ネットトラブル　②不登校　⑲非行　④反社会的行為　⑬帰国・外国人児童／生徒への
指導　①いじめ　⑦障害のある児童／生徒への対応　③暴力行為　⑪個に応じた学習指導であっ
た。他の 10 項目においても，平均値は 3.46 以上であった。
表 2　教育上の課題認知について調査対象者全体と年代別の平均値・標準偏差値（中学校）
年代































































































































































































注 2）**：p ＜ .01，*：p ＜ .05
また，課題認知度を年代別に比較するため，20 項目それぞれ独立に一元配置分散分析を行っ
た。その結果，④⑨⑫⑬⑭⑮⑯⑰⑱の 9 項目で有意差が見られたため，この 9 項目について
Bonferroni 法による多重比較を行った。結果を表 2 に示す。
表 2 から，⑨⑬⑮⑱の 4 項目については，50・60 代の方が 20 代より「課題である」と認知し
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ていた。⑫⑰については，50・60 代の方が 30 代より「課題である」と認知していた。⑯については，




表 3 から，第 1 因子は⑧学力補充　⑥学力向上　⑩英語指導　⑦障害のある児童／生徒への対
応     ⑨ ICT 教育　⑪個に応じた学習指導の 6 項目に付加量が高く「資質能力向上」因子とした。
第 2 因子は④反社会的行為　⑤虐待　⑲非行（家出・怠学等）　⑳ネットトラブル　③暴力行為　
②不登校　①いじめ　⑬帰国・外国人児童／生徒への指導の 8 項目に付加量が高く，「生徒指導」




果，課題認知度について第 1 因子「資質能力向上」（X̅ ＝ 3.76）と第 3 因子「学外支援・日常業務」
（X̅ ＝ 3.80）は同程度であり，第 2 因子「生徒指導」（X̅ ＝ 4.38）は第 1 因子・第 3 因子よ
り現在の学校教員だけでは十分に解決できない課題であると認知していることが判明した  

























因子寄与 3.94 3.94 2.37
信頼性（α） .89 .86 .83
さらに，小学校と中学校を比較するために一元配置分散分析を行ったところ，有意差が見られた
のは，⑨ ICT 教育（F（1,316）＝ 4.80, p ＜ .05）　⑩英語指導（F（1,317）＝ 29.09, p ＜ .01） 
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⑮放課後対策（F（1,315）＝ 8.15, p ＜ .01）　⑯保護者対応（F（1,316）＝ 6.44, p ＜ .05）   ⑰
学校事故や学校安全対策（F（1,317）＝ 7.08, p ＜ .01）　⑱地域との連携・協働（F（1,316）＝ 4.44, 
p ＜ .05）の 6 項目であった。6 項目とも小学校の方が中学校より平均値が高く，これらの項目に
おいて小学校の方が中学校より課題認知度が高いといえる。
4．教育上の課題に対する「チーム学校」への効果期待度：学校の教育課題①から⑳に対し，「チー
ム学校」はどの程度効果が期待できるかについて，5 件法で回答を得た。表 4 に示しているとおり，
⑦障害のある児童／生徒への対応の平均値が一番高く 3.85 だった。他の項目の平均値は 3.39 以上
であった。
また，効果期待度を年代別に比較するため 20 項目それぞれ独立に一元配置分散分析を行った。
その結果，③⑥⑧⑨⑩⑪⑫⑭⑮⑯⑰⑳の 12 項目で有意差が見られたため，この 12 項目について
Bonferroni 法による多重比較を行った。結果を表 4 に示す。
表 4　教育上の課題に対する「チーム学校」への効果期待度の全体と年代別平均値・標準偏差値（中学校）
年代


































































































































































































注 2）**：p ＜ .01，*：p ＜ .05
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その結果，③⑥⑧⑫⑮⑰⑳の 7 項目については，20 代の方が 30 代より「効果が期待できる」と
認知していた。⑨については，50・60 代の方が 30 代より「効果が期待できる」と認知していた。
⑪については，20 代の方が 30 代や 40 代より「効果が期待できる」と認知していた。⑭について
は，20 代や 50・60 代の方が 30 代より「効果が期待できる」と認知していた。⑯については，20
代や 40 代の方が 30 代より「効果が期待できる」と認知していた。また，⑩については，多重比
較において有意差が見られなかった。
小学校と中学校を比較するために一元配置分散分析を行ったところ，有意差が見られたのは 10 項目
で，①いじめ（F（1,311）＝ 6.58, p ＜ .05）　②不登校（F（1,312）＝ 5.73, p ＜ .05）　③暴力行為
（F（1,312）＝ 8.98, p ＜ .01）　④反社会的行為（F（1,311）＝ 8.49, p ＜ .01）　⑨ ICT 教育（F（1,310）
＝ 8.03, p ＜ .01）　⑩英語指導（F（1,310）＝ 23.28, p ＜ .01）　⑭部活動への指導（F（1,310）＝ 4.15, 
p ＜ .05）　⑯保護者対応（F（1,310）＝ 9.75, p ＜ .01）　⑰学校事故や学校安全対策（F（1,311）＝ 6.27, 
p ＜ .05）　⑱地域との連携・協働（F（1,311）＝ 6.79, p ＜ .01）であった。10 項目とも小学校の方
が中学校より平均値が高く，これらの項目において小学校の方が中学校より効果期待度が高いといえる。
「チーム学校」の効果期待度の理由として，「期待できる理由」と「期待できない理由」を，それ
ぞれ選択項目を挙げて尋ねた。「期待できる理由」についてχ2 検定の結果，①から⑩の 10 項目中
3 項目を「期待できる理由」としており，③⑤⑥⑦⑧⑩の 6 項目は「期待できる理由」とはしてい
ないことがわかった。「期待できる理由」の 3 項目は，①専門スタッフによる指導や対応ができ
る（χ2 ＝ 40.91, df ＝ 1, p ＜ .01）　②教員が専門スタッフから学ぶことができる（χ2 ＝ 9.80, 
df ＝ 1, p ＜ .01）　④教員の心理的負担が軽減する（χ2 ＝ 8.17, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
一方，「期待できない理由」についてχ2 検定の結果，①から⑩の 10 項目中 3 項目を「期待でき
ない理由」としており，⑥⑦⑧⑨⑩の 5 項目は「期待できない理由」とはしていないことがわかっ
た。「期待できない理由」の 3 項目は，①専門スタッフの指導と教員の指導が異なることがある  
（χ2 ＝ 12.52, df ＝ 1, p ＜ .01）　③専門スタッフと教員の協議する時間がとりにくい（χ2 ＝
37.50, df ＝ 1, p ＜ .01）　④専門スタッフと教員の協議するための時間が，かえって教員を多忙
化させる（χ2 ＝ 40.91, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
また，「期待できる理由」と「期待できない理由」について，小学校と中学校のすべての教職員
を対象に，項目毎にχ2 検定を行った。その結果，「期待できる理由」について①から⑩の 10 項目
中 3 項目を「期待できる理由」としており，③⑤⑥⑦⑩の 5 項目は「期待できる理由」とはしてい
ない。「期待できる理由」の 3 項目は，①専門スタッフによる指導や対応が出来る（χ2 ＝ 86.34, 
df ＝ 1, p ＜ .01）　②教員が専門スタッフから学ぶことが出来る（χ2 ＝ 32.85, df ＝ 1, p ＜ .01） 
④教員の心理的負担が軽減できる（χ2 ＝ 17.42, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
一方，「期待できない理由」については，①から⑩の 10 項目中 4 項目を「期待できない理由」とし
ており，⑥⑦⑧⑨⑩の 5 項目は「期待できない理由」とはしていない。「期待できない理由」の 4 項目は，
①専門スタッフの指導と教員の指導が異なることがある（χ2＝ 23.43, df＝ 1, p＜ .01）　③専門スタッ
フと教員の協議する時間がとりにくい（χ2 ＝ 94.81, df ＝ 1, p ＜ .01）　④専門スタッフと教員の協
議するための時間が，かえって教員を多忙化させる（χ2 ＝ 78.27, df ＝ 1, p ＜ .01）⑤協働すべきと
ころと分担すべきところの職務内容を整理しにくい（χ2 ＝ 10.06, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
5．効果を上げるための「連携・分担」の在り方及び効果を上げるための「組織の形態」：「チーム学校」
が効果を上げるための「連携・分担」の在り方については，①から⑦の項目において，効果を上げ
る方法として選ばれた項目は，①教員間の定期的な児童／生徒の情報交換及び協議（χ2 ＝ 10.67, 
187
df ＝ 1, p ＜ .01）　②教員間の課題対応に関する情報交換及び協議（χ2＝ 11.57, df ＝ 1, p ＜ .01）
　④「チーム学校」の組織内の定期的な情報交換及び協議（χ2 ＝ 6.00, df ＝ 1, p ＜ .01）の 3 項
目であった。また，⑦「チーム学校」内のそれぞれの専門性の研修・向上については，「効果を上げる」
方法とはしていない（χ2 ＝ 35.85, df ＝ 1, p ＜ .01）。
「チーム学校」が効果を上げるための「組織の形態」として選択された項目は，①教員を中心に，
専門スタッフや支援人材との協働体制を明確化する（χ2＝ 42.67, df ＝ 1, p ＜ .01）　④新たに「チー
ム学校」での教員の仕事を明確化し，広く周知する（χ2 ＝ 14.52, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
6．中学校教員の専門性「本来の業務」：教員の本来の業務について，①から⑲まで示した業務か
ら複数回答可で尋ねた。図 3 に項目毎の選択された割合を示す。また，項目毎にχ2 検定を行った。
その結果，「本来の業務」として選択されたのは 6 項目で，①学習指導（χ2＝ 174.24, df ＝ 1, p ＜ .01） 
②生徒指導（χ2 ＝ 68.91, df ＝ 1, p ＜ .01）　③進路指導（χ2 ＝ 14.52, df ＝ 1, p ＜ .01）　④学
校行事・体験活動（χ2 ＝ 10.67, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑤授業準備・教材研究（χ2 ＝ 68.91, df ＝ 1, 
p ＜ .01）　⑥学年・学級経営（χ2 ＝ 42.67, df ＝ 1, p ＜ .01）であった。
一方，「本来の業務」と選択されていないのは 12 項目で，⑦校務分掌や校内委員会等に係る事務  
（χ2＝ 20.17, df ＝ 1, p ＜ .01）⑨カウンセリング（教育相談）（χ2＝ 37.50, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑩部活
動指導（χ2＝ 93.35, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑪外国語指導（χ2＝ 146.69, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑫キャリア教
育・職場体験（χ2＝ 90.74, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑬地域との連携推進（χ2＝ 150.00, df＝ 1, p ＜ .01）
⑭保護者対応（χ2＝ 15.57, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑮事務業務（χ2＝ 167.13, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑯学校図
書館業務（χ2＝ 188.91, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑰ ICT活用支援業務（χ2＝ 181.50, df ＝ 1, p ＜ .01）　⑱





















1 点目は，平成 27 年 12 月中央教育審議会答申「チームとしての在り方と今後の改善方策につい
て」を中学校教職員はどの程度認知しているかについてである。
中学校でも，小学校同様「チーム学校」答申の内容認知度は低く，「まったく知らない」と回答


























































































また，20 項目中 7 項目の教育課題について 20 代が 30 代より効果期待度が高いことは，20 代が
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